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第Ⅷ章　医療関連統計

医療費

概　　要 医療費の動向
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国民医療費（兆円）

老人医療の対象年齢の引上げ
70歳以上→75歳以上

（～H14.9）（H19.10 ～）

後期高齢者（老人）医療費（兆円）
※（　）内は後期高齢者（老人）医療費の国民医療費に占める割合

国民医療費の対GDP比

国民医療費の対国民所得比

（参考）総保健医療支出の対GDP比

（主な制度改正）
（診療報酬改定）

・未就学児
　2割負担

・現役並み
　所得高齢者
　3割負担等

・被用者本人
　3割負担等

・高齢者1割
　負担徹底

・介護保険制度施行
・高齢者1割負担導入

0.2％ ▲1.0％ ▲3.16％ ▲0.82％ 0.004％0.19％▲2.7%

〈対前年度伸び率〉� （％）

1985
（S60）

1990
（H2）

1995
（H7）

2000
（H12）

2002
（H14）

2003
（H15）

2004
（H16）

2005
（H17）

2006
（H18）

2007
（H19）

2008
（H20）

2009
（H21）

2010
（H22）

2011
（H23）

2012
（H24）

国民医療費 6.1 4.5 4.5 ▲1.8 ▲0.5 1.9 1.8 3.2 ▲0.0 3.0 2.0 3.4 3.9 3.1 1.7

後期高齢者
（老人）医療費

12.7 6.6 9.3 ▲5.1 0.6 ▲0.7 ▲0.7 0.6 ▲3.3 0.1 1.2 5.2 5.9 4.5 2.8

国民所得 7.2 8.1 ▲0.3 2.0 ▲0.8 1.2 0.5 1.1 1.1 0.8 ▲6.9 ▲3.0 2.3 ▲1.6 －

GDP 7.2 8.6 1.7 0.9 ▲0.7 0.8 0.2 0.5 0.7 0.8 ▲4.6 ▲3.2 1.3 ▲1.4 －

（注） 1．国民所得及びGDPは内閣府発表の国民経済計算による。総保健医療支出はOECD諸国の医療費を比較する際に使用され
る医療費で、予防サービスなども含んでおり、国民医療費より範囲が広い。2011年のOECD加盟国の医療費の対GDP比
の平均は9.3%

2．2012年度の国民医療費（及び後期高齢者医療費。以下同じ。）は実績見込みである。2012年度分は、2011年度の国民医療
費に2012年度の概算医療費の伸び率（上表の斜字体）を乗じることによって推計している。
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図表１　医療費の動向

詳細データ① OECD加盟国の医療費の状況（2011年）

国　名
総医療費の
対GDP比（％）

一人当たり医療費
（ドル） 備　考 国　名

総医療費の
対GDP比（％）

一人当たり医療費
（ドル） 備　考

順位 順位 順位 順位
アメリカ合衆国 17.7� 1 8,508 1 フ ィ ン ラ ン ド 9.0� 19 3,374 16
オ ラ ン ダ 11.9� 2 5,099 4 ア イ ス ラ ン ド 9.0� 19 3,305 17
フ ラ ン ス 11.6� 3 4,118 10 オーストラリア 8.9� 21 3,800 13 ※
ド イ ツ 11.3� 4 4,495 7 ア イ ル ラ ン ド 8.9� 21 3,700 14
カ ナ ダ 11.2� 5 4,522 6 ス ロ ベ ニ ア 8.9� 21 2,421 23
ス イ ス 11.0� 6 5,643 3 ス ロ バ キ ア 7.9� 24 1,915 28
デ ン マ ー ク 10.9� 7 4,448 8 ハ ン ガ リ ー 7.9� 24 1,689 29
オ ー ス ト リ ア 10.8� 8 4,546 5 イ ス ラ エ ル 7.7� 26 2,239 25
ベ ル ギ ー 10.5� 9 4,061 11 チ ェ コ 7.5� 27 1,966 27
ニュージーランド 10.3� 10 3,182 19 チ リ 7.5� 27 1,568 30
ポ ル ト ガ ル 10.2� 11 2,619 22 韓 国 7.4� 29 2,199 26
日 本 9.6� 12 3,213 18 ※ ポ ー ラ ン ド 6.9� 30 1,452 31
ス ウ ェ ー デ ン 9.5� 13 3,925 12 ルクセンブルク 6.6� 31 4,246 9
イ ギ リ ス 9.4� 14 3,406 15 メ キ シ コ 6.2� 32 977 33 ※
ノ ル ウ ェ ー 9.3� 15 5,669 2 ト ル コ 6.1� 33 906 34 ※
ス ペ イ ン 9.3� 15 3,072 20 エ ス ト ニ ア 5.9� 34 1,303 32
イ タ リ ア 9.2� 17 3,012 21
ギ リ シ ャ 9.1� 18 2,361 24 O E C D 平 均 9.3� 3,322�

出典：「OECD HEALTH DATA 2013」
（注） 1．上記各項目の順位は、OECD加盟国間におけるもの

2．※の数値は2010年のデータ（ただし、トルコは2008年のデータ）

詳細データ② 国民医療費の構造（平成23年度）
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●被保険者負担には、国民健康保険の保険料が含まれている。

医療材料［診療材料、
給食材料等］　6.2
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分

  

47.5

国民医療費
一人当たり医療費

38兆5,850億円
301,900円

●平成23年度国民医療費、医療
経済実態調査（平成23年6月）
結果等に基づき推計

その他　0.7

訪問
看護
0.2
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図表２　国民医療費の構造（平成 23年度）
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図表３　国民負担率の国際比較
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フランス
（2011年）

スウェーデン
（2011年）

ドイツ
（2011年）

イギリス
（2011年）

アメリカ
（2011年）

日本
（2014年度）

潜在的な国民負担率（括弧内は対GDP比）

国民負担率（括弧内は対国内総生産（GDP）比）

（30.8）

（25.4）

（33.9）
（39.4）

（41.9）
（46.1）

（注）　1．日本は2014年度（平成25年度）見通し。諸外国は2011年実績。
2．財政赤字の国民所得比は、日本及びアメリカについては一般政府から社会保障基金を除いたベース、その他の

国は一般政府ベースである。
【諸外国出典】“National Accounts”（OECD）、“Revenue Statistics”（OECD）等
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図表４　OECD加盟国の医療費の状況（2011 年）
詳細データ① OECD加盟国の医療費の状況（2011年）

国　名
総医療費の
対GDP比（％）

一人当たり医療費
（ドル） 備　考 国　名

総医療費の
対GDP比（％）

一人当たり医療費
（ドル） 備　考

順位 順位 順位 順位
アメリカ合衆国 17.7� 1 8,508 1 フ ィ ン ラ ン ド 9.0� 19 3,374 16
オ ラ ン ダ 11.9� 2 5,099 4 ア イ ス ラ ン ド 9.0� 19 3,305 17
フ ラ ン ス 11.6� 3 4,118 10 オーストラリア 8.9� 21 3,800 13 ※
ド イ ツ 11.3� 4 4,495 7 ア イ ル ラ ン ド 8.9� 21 3,700 14
カ ナ ダ 11.2� 5 4,522 6 ス ロ ベ ニ ア 8.9� 21 2,421 23
ス イ ス 11.0� 6 5,643 3 ス ロ バ キ ア 7.9� 24 1,915 28
デ ン マ ー ク 10.9� 7 4,448 8 ハ ン ガ リ ー 7.9� 24 1,689 29
オ ー ス ト リ ア 10.8� 8 4,546 5 イ ス ラ エ ル 7.7� 26 2,239 25
ベ ル ギ ー 10.5� 9 4,061 11 チ ェ コ 7.5� 27 1,966 27
ニュージーランド 10.3� 10 3,182 19 チ リ 7.5� 27 1,568 30
ポ ル ト ガ ル 10.2� 11 2,619 22 韓 国 7.4� 29 2,199 26
日 本 9.6� 12 3,213 18 ※ ポ ー ラ ン ド 6.9� 30 1,452 31
ス ウ ェ ー デ ン 9.5� 13 3,925 12 ルクセンブルク 6.6� 31 4,246 9
イ ギ リ ス 9.4� 14 3,406 15 メ キ シ コ 6.2� 32 977 33 ※
ノ ル ウ ェ ー 9.3� 15 5,669 2 ト ル コ 6.1� 33 906 34 ※
ス ペ イ ン 9.3� 15 3,072 20 エ ス ト ニ ア 5.9� 34 1,303 32
イ タ リ ア 9.2� 17 3,012 21
ギ リ シ ャ 9.1� 18 2,361 24 O E C D 平 均 9.3� 3,322�

出典：「OECD HEALTH DATA 2013」
（注） 1．上記各項目の順位は、OECD加盟国間におけるもの

2．※の数値は2010年のデータ（ただし、トルコは2008年のデータ）
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図表５　社会保障給付費の推移
社会保障給付費

概　　要 社会保障給付費の推移
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104.7

（兆円）

国民所得額（兆円）Ａ
給付費総額（兆円）Ｂ

（内訳）　年金
　　　　医療
　　　　福祉その他
　　　Ｂ／Ａ

61.0
3.5 （100.0%）
0.9   （24.3%）
2.1   （58.9%）
0.6   （16.8%）

5.77%

1970
203.9

24.8 （100.0%）
10.5   （42.2%）
10.7   （43.3%）
3.6   （14.5%）

12.15%

1980
346.9

47.2 （100.0%）
24.0   （50.9%）
18.4   （38.9%）
4.8   （10.2%）

13.61%

1990
371.8

78.1 （100.0%）
41.2   （52.7%）
26.0   （33.3%）
10.9   （14.0%）

21.01%

2000
370.5

115.2 （100.0%）
56.0   （48.6%）
37.0   （32.1%）
22.2   （19.3%）

31.09%

2014（予算ベース）

資料：国立社会保障・人口問題研究所「平成23年度社会保障費用統計」、2012年度,2013年度、2014年度（予算ベース）は厚生労働省推計、
2014年度の国民所得額は「平成26年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度（平成26年1月24日閣議決定）」

（注）　図中の数値は、1950,1960,1970,1980,1990,2000及び2010並びに2014年度（予算ベース）の社会保障給付費（兆円）である。

一人当たり社会保障給付費（右目盛）

年金

医療

福祉その他

1人当たり社会保障給付費

福祉その他

医療

年金
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図表６　社会保障の給付と負担の見直し社会保障の給付と負担

※　被用者保険の適用拡大や介護納付金の総報酬割導入によって保険料の総額は増加するものの、個々の加入者の保険料については、
加入している制度や所得水準によってその影響は異なり、すべての加入者の保険料負担が増加するわけではない。
今回の一体改革では、低所得者の国保・介護の保険料軽減や年金の加算などの低所得者対策を強化することにより、低所得の方

の負担にも配慮。この結果、例えば、介護保険の1号保険料の低所得者保険料軽減強化については、所要額（～1,300億円）の全額
を低所得者の保険料軽減に充てることとした場合、その保険料水準を3割程度引き下げる効果。

（注）　棒グラフ中の数字は、「社会保障改革の具体策、工程及び費用試算」を踏まえ、充実と重点化・効率化の効果を反映している。（た
だし、「Ⅱ　医療介護等　②保険者機能の強化を通じた医療・介護保険制度のセーフティネット機能の強化・給付の重点化、
逆進性対策」および「Ⅲ　年金」の効果は、反映していない。）

社会保障に係る費用の負担の見通しの全体像

〈2012年〉

保険料
60.6兆円
（60％）

（GDP比12.6％）

公費
40.6兆円
（40％）

（GDP比8.5％）

計 101.2兆円
（GDP比21.1％）

〈2015年〉
現状投影

保険料
65.7兆円
（59％）

（GDP比12.9％）

公費
44.9兆円
（41％）

（GDP比8.8％）

計 110.6兆円
（GDP比21.7％）

改革後

保険料
66.3兆円
（59％）

（GDP比13.0％）

公費
45.4兆円
（41％）

（GDP比8.9％）

計 111.7兆円
（GDP比21.9％）

〈2025年〉

現状投影

保険料
83.9兆円
（59％）

（GDP比13.7％）

公費
58.3兆円
（41％）

（GDP比9.5％）

計 142.1兆円
（GDP比23.3％）

改革後

保険料
85.7兆円
（59％）

（GDP比14.0％）

公費
60.5兆円
（41％）

（GDP比9.9％）

計 146.2兆円
（GDP比23.9％）

【医療・介護】

公費増
・国保の財政運営の都

道府県単位化・財政
基盤の強化

・介 護 保 険 の1号 保 険
料の低所得者保険料
軽減強化

・総合合算制度
（自己負担を軽減）

保険料増（※）
・被用者保険の適用拡大
・介護納付金の総報酬割

導入

【年金】

・厚生年金の
適用拡大

（※）

・最低保障機能
の強化

（高所得者の年金給
付の見直し（公費減
要因）と併せて検討）

増

増 増

推計に含まれていない主な事項

概　　要 社会保障の給付と負担の見直し

0

20

40

60

80

100

120

140

160

131.8兆円
（23.6%）

144.8兆円
（23.7%）

社会保障に係る費用の将来推計について

○給付費に関する見通し
給付費は2012年度の109.5兆円（GDP比22.8%）から2025年度の148.9兆円（GDP比24.4%）へ増加。

2012年度
《479.6兆円》

2015年度
《509.8兆円》

2020年度
《558.0兆円》

2025年度
《610.6兆円》

（兆円）

年金

医療

介護
子ども子育て
その他

109.5兆円
（22.8%）

119.8兆円
（23.5%）

134.4兆円
（24.1%）

148.9兆円
（24.4%）

118.7兆円
（23.3%）

現状投影
改革後

（注）　1．「社会保障改革の具体策、工程及び費用試算」を踏まえ、充実と重点化・効率化の効果を反映している。
（ただし、「Ⅱ　医療介護等　②保険者機能の強化を通じた医療・介護保険制度のセーフティネット機能の強化・給付の重
点化、逆進性対策」および「Ⅲ　年金」の効果は、反映していない。）

2．上図の子ども・子育ては、新システム制度の実施等を前提に、保育所、幼稚園、延長保育、地域子育て支援拠点、一時預かり、
子どものための現金給付、育児休業給付、出産手当金、社会的養護、妊婦健診等を含めた計数である。

3．（　）内は対GDP比である。《　》内はGDP額である。
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第Ⅷ章　医療関連統計

図表７　我が国の人口ピラミッド
概　　要 我が国の人口ピラミッド

女男

71歳：日中事変の
動員による1938（昭
和13）～39（14）年
の出生減

61～63歳：1947（昭
和22）～49（24）年の
第1次ベビーブーム

36～39歳：1971（昭
和46）～74（49）年の
第2次ベビーブーム

44歳：1966（昭和41）
年のひのえうま

64、65歳：終戦前
後における出生減

歳

資料：2025年は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）出生中位（死亡中位）推計」、
　　　2010年は総務省統計局「平成22年国勢調査」
（注）　実線は2010年、破線は2025年の数値。105歳以上人口は年齢別人口が算出できないため、まとめて「105歳以上」とした。

人口（万人）
00 2525 5050 7575 100100 125125 150150

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

55

60

65

70

75

80

85

90

95

100

105歳以上

0

人口構造

我が国の人口動態 （平成25年概数）

出　　生

1,029,800人
31秒に1人

1,268,432人
25秒に1人

2,185人
4時間33秒に1人

24,093胎
21分49秒に1胎

660,594組
48秒に1組

231,384組
2分16秒に1組

死　　亡 （再　掲）
乳児死亡

死　　産 婚　　姻 離　　婚

資料：厚生労働省大臣官房統計情報部「人口動態統計」
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図表８　我が国の人口の推移

我が国の人口の推移

生産年齢
人口割合
50.9%

高齢化率
39.9%

合計特殊
出生率
1.35

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

実績値
（国勢調査等）

平成24年推計値
（日本の将来推計人口）

14歳以下人口

15～64歳人口

65歳以上人口

生産年齢人口（15～64歳）割合

高齢化率（65歳以上人口割合）

合計特殊出生率

人口（万人）

1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 2015 2025 2035 2045 2055 2060

12,752万人※１

人口ピーク（2004）
12,779万人

11,662

3,685

6,773

1,204

資料：総務省統計局「国勢調査」及び「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）
　　：出生中位・死亡中位推計」（各年10月1日現在人口）厚生労働省大臣官房統計情報部「人口動態統計」
※１　出典：平成24年度総務省統計局「人口推計」（2010年国勢調査においては、人口12,806万人、生産年齢人口割合63.8％、
　　　高齢化率23.0％）

2012

1.41
（2012）

24.1%
※1

62.9%
※1

4,418

791

3,464

8,674

（西暦）
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